
別紙２　参考様式

現在の人・農地プランの区域の全部の区域であって既に実質化していると判断する地区

中心経営体数
現状の経営面
積合計(ha)

農業者数
貸付等予定面
積合計(ha)

山之口原地区 山之口原地区農地集積組合 45.7 37 30.4 21 8.0 38.4

立山前地区 立山前地区農地集積組合 61.2 36 50.9 10 2.5 53.4

高津佐地区 高津佐地区農地集積組合 31.9 25 23.2 8 5.7 28.9

市谷地区 市谷地区農地集積組合 32.4 30 13.1 44 13.0 26.1

鵜戸ノ前地区 鵜戸ノ前地区農地集積組合 11.0 13 5.9 11 3.2 9.1

仲間地区 仲間地区農地集積組合 18.6 12 8.6 32 7.1 15.7

黒沢津地区 黒沢津地区農地集積組合 58.7 30 38.0 23 11.5 49.5

巣ノ浦地区 巣ノ浦地区農地集積組合 23.5 13 11.4 26 7.4 18.8

永久井野地区 永久井野地区農地集積組合 36.0 12 18.2 22 11.2 29.4

保楊枝原地区 保楊枝原地区農地集積組合 25.4 18 8.7 32 12.6 21.3

高月地区 高月地区農地集積組合 11.9 16 6.5 5 2.4 8.9

新田場地区 新田場地区農地集積組合 20.7 12 8.3 12 5.9 14.2

大萩地区 大萩地区農地集積組合 142.1 35 124.0 9 5.0 129.0

猿瀬地区 猿瀬地区農地集積組合 55.7 33 43.3 1 0.5 43.8

牟田原地区 牟田原地区農地集積組合 39.6 19 30.5 2 0.4 30.9

大笹地区 大笹地区農地集積組合 74.9 28 51.1 3 0.6 51.7

跡瀬地区 跡瀬地区農地集積組合 48.9 16 41.1 6 6.0 47.1

川無地区 川無地区農地集積組合 57.2 28 28.5 19 6.0 34.5

坂元地区 坂元農地集積組合 21.5 8 5.8 23 7.8 13.6

近い将来の農地の受け手① 近い将来の農地の出し手②

対象地区名 範囲
区域内農地面
積(ha)

①及び②の面
積合計(ha)

備考



山田ヶ原地区 山田ヶ原農地集積組合 27.2 12 15.7 10 5.6 21.3

野神原地区 野神原地区農地集積組合 35.6 18 10.0 32 11.3 21.3

窪田地区 窪田刈目地区農地集積組合 46.3 7 8.2 57 29.6 37.8

杉玉地区 杉玉農地集積組合 15.5 8 3.0 30 10.3 13.3

山宮地区 山宮農地集積組合 4.0 1 2.2 10 1.5 3.7

石塚地区 石塚農地集積組合 28.1 5 4.2 30 12.6 16.8

石氷地区 石氷農地集積組合 15.8 1 1.1 18 9.0 10.1

尾中原地区 尾中原農地集積組合 28.4 5 4.5 33 13.8 18.3

大久保地区 大久保農地集積組合 21.3 9 4.0 22 8.1 12.1

下堤地区 下堤地区農地集積組合 82.8 41 32.8 79 27.6 60.4

大久津地区 大久津地区農地集積組合 37.8 11 11.8 22 18.1 29.9

平木場・榧ノ木地区 平木場・榧ノ木地区農地集積組合 93.9 20 28.0 39 25.9 53.9

二原地区 二原地区農地集積組合 152.2 23 25.3 146 54.5 79.8

山中・今坊地区 山中・今坊地区農地集積組合 18.8 4 1.8 29 9.3 11.1

三ヶ野山地区 三ヶ野山地区農地集積組合 475.3 81 275.8 22 14.9 290.7

東麓地区 東麓地区農地集積組合 356.4 76 182.3 16 10.2 192.5

紙屋地区 紙屋地区農地集積組合 456.7 42 228.6 20 24.8 253.4

注１：１集落１農場を実現しているような区域においては、区域の受け手の事業が将来にわたって安定的に継続される見込みを後継者の確保状況等により確認し、確認した旨を「備考」欄に記
載します。
注２：「範囲」を集落名等により特定できない場合には、地図等を用いて特定することができます。
注３：「近い将来の農地の受け手」の「現状の経営面積合計（ｈａ）」には、対象地区内における中心経営体の現状の経営面積の合計を記載してください。


